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１ 総合戦略における基本的な考え方

第１期総合戦略（平成 27 年度（2015 年度）から平成 31 年度（2019 年度））では、

単に人口減少を抑制するという観点だけではなく、市民の生活の質や満足度を高め

る観点から４つの「基本目標」を、また、基本目標に寄与する方策を明確にするた

め７つの「重点項目」を設定し、中長期的な視点から捉えた『あるべき姿』を整理

したうえで、施策の『基本的方向』を明らかにしてきた。

第２期総合戦略においても、切れ目ない取組を進めるため、これまでの考え方を

継続するとともに、４つの「基本目標」と７つの「重点項目」を基本的に維持しつ

つ、第１期総合戦略の評価・検証や国の第２期総合戦略の方向性を踏まえ、必要な

見直しを行うこととする。

本市は、県都及び中枢中核都市１であることから、活力ある地域社会を維持する

ための中心・拠点として、人口流出を抑えるダム機能を高めるとともに、また、国

富町及び綾町と形成している連携中枢都市圏の中心都市として、都市機能の更なる

強化を図り、圏域の経済成長のけん引や、生活関連機能サービスを確保していくこ

とが求められるため、特に、若い世代の定着や流入を意識して、各種施策に取り組

んでいくこととしている。

また、地方創生に向け、限られた経営資源や地域資源を有効に活用するために、

地域の多様な主体と連携し、知恵やノウハウを共有しながら、新たな価値を共に見

出す「共創」の考え方を基本に、地域の特性や市民ニーズに合った実効性の高い取

組を推進し、地域経済の持続的な発展を目指していく。

（１）「SDGs（持続可能な開発目標）」との一体的な推進

2015 年９月に国連で採択された「SDGs」は、先進国を含む国際社会全体の「持続

可能な開発目標」であり、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、あらゆる

ステークホルダー２が、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に、統合的に取り組

むこととされている。

本市の地方創生は、先述のとおり、「共創」の考え方を基本に地域経済の持続的

な発展を目指しているが、これは SDGs の理念と同じくするものであり、一体的な

１ 活力ある地域社会を維持するための中心・拠点として、近隣市町村を含めた圏域全体の経済・生活を支え、東

京圏への人口流出を抑止する機能を発揮することを期待し、国が選定するもの（本市を含む８２都市）。
２ 本来は、利害関係者のこと。ここでは、課題解決のための活動に関わるすべての人（団体等）をいう。

基本方針

地域に愛着をもち、新たな価値を共に築く

～「ひと」に優しく、「癒し」のある『豊かな地域社会』の実現を目指して～
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取組により、効率的・効果的に施策を展開することで、SDGs の達成に貢献していく。

（２）「関係人口」の創出・拡大

本市の地方創生では、地域の多様な主体との連携による取組を推進しているが、

地域外にありながら、特定の地域への継続的な関心と交流により、様々な形で関わ

る「関係人口」にも着目し、本市への関心をもつ機会・きっかけを提供するととも

に、地域の課題解決や活性化などに資する人材として活躍できる環境づくりを進め

ていく。

（３）「Society5.0３」及び「デジタル田園都市国家構想」の実現に向けた技術の活用

我が国が目指すべき未来社会の姿として、未来技術を活用した社会「Society5.0」

が提唱されているが、情報通信技術をはじめとした未来技術は、従来の生産・流通、

生活に飛躍的な進歩をもたらすものであり、地域の利便性や生産性の向上を通じて

地域を豊かで魅力あるものにすることが期待されている。

また、令和４年 12 月に国が策定した「デジタル田園都市国家構想総合戦略」で

は、テレワークの普及や地方移住への関心の高まりなど、社会情勢がこれまでとは

大きく変化している中、デジタルの力を活用した地方の社会課題解決に向けた取組

を加速化・深化させることにより、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社

会」の実現を目指すこととしている。

さらに、令和５年 12 月の改訂では、人口減少下においてもデジタルの力を最大

限活用することで公共サービス等の維持・強化と地域経済の活性化を図り、社会変

革を実現することを目指すデジタル行財政改革のもと、規制改革をはじめとする政

策と連携しながら、先進事例の横展開など、一体的な推進を図ることとしたところ

である。

本市においても、こうした社会をイメージしつつ、ＡＩやＲＰＡ、ビッグデータ

などのデジタルの力の活用を通じたデジタル・トランスフォーメーションを加速化

させ、本市が直面する地域の課題解決や活性化及び行政内部の業務効率化に取り組

むことにより、市民サービスや社会・生活のさらなる質の向上を目指していく。

（４）多様な人材の活躍推進

本市における地方創生の更なる実現に向けては、地方創生の基盤を成す多様な人

材の活躍を推進することが重要である。

このため、地域の課題解決に向け、市民や事業者、行政などの地域の多様な主体

が連携するだけでなく、それぞれが地域の担い手として活躍できる環境づくりを推

３ 狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）に続く、仮
想空間と現実空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社

会。
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進していく。

また、女性、高齢者、障がい者、外国人など、誰もが居場所と役割を持ち、活躍

できる地域社会づくりを推進していく。

（５）脱炭素化施策の推進

本市においては、令和３年（2021 年）８月に、「2050 年ゼロカーボンシティみや

ざき」を宣言し、2050 年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロとすることを目指して

いる。

地域資源を有効活用した再生可能エネルギーの導入や環境負荷の低減を図る政

策の推進により、脱炭素化の取組を積極的に推進していく。

（６）地方創生テレワークの推進

地方にいながら都会と同じ仕事ができるようになれば、地方移住の拡大が期待で

きると考えられている。本市においても「転職なき移住」とも言うべき画期的な働

き方を実現するため、地方におけるサテライトオフィスでの勤務など、地方への新

たなひとの流れを創出するテレワークを推進していく。

２ 総合戦略の期間

令和２年度（2020 年度）から令和６年度（2024 年度）まで

３ 施策や事業の推進と効果の検証（実施体制）

本市では、総合戦略の策定、施策や事業を推進していくため、庁内に市長を本部

長とする「宮崎市地方創生推進本部」を設置している。

また、産官学金労言の代表で構成する協議体については、連携中枢都市圏の取組

を重視し、国富町や綾町と連携した施策の展開を図るため、圏域の多様な主体で構

成する「宮崎広域連携推進協議会」を共同で設置している。

さらに、協議会のもとに、総合戦略を構成する具体的事項の協議や、施策や事業

の検証等を行う実動組織として、産官学金労言の構成員に加え、ＮＰＯ法人等の代

表で構成する「専門部会」を設けており、それぞれの協議体が連携することで、総

合戦略の効率的、かつ効果的な推進と、その評価を踏まえた施策や事業の見直しを

適切に行っていくこととしている。
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４ 総合戦略の体系

基本目標 あるべき姿

Ⅰ

良好な生活機

能を確保する

・男女の初婚年齢が早まり、婚姻率が高まっている
・出産や育児に関する認識が高まり、合計特殊出生率が向上している
・子どもと接する時間、男性の家事に従事する時間が増えている
・保育士の定着が図られ、保育サービスが充実している
・子育てに係る相談等の機能が充実し、利用しやすい環境になっている
・地元の地域資源や社会資源に関心を持つ児童・生徒が増えている

・医療や福祉分野における人材が育成され、サービス提供体制が確保されている
・健康寿命が延び、市民がいきいきと健康に暮らしている
・地域包括ケアシステムが確立し、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を
続けている
・高齢者の生きがいの場が創出され、地域や社会活動への関与が大きくなっている

・既存ストックが有効に活用され、良質な住宅が供給されている
・エネルギーの地産地消が進展し、域内の経済循環が高まっている
・市民の防災意識が向上し､安全で安心なコミュニティが形成されている
・地域の多様な主体が連携し、自律性の高いコミュニティが形成されている
・ごみの排出量が減少し、リサイクルが進んでいる
・山林や河川が保全され、多面的で公益的な機能が維持されている
・地域連携の取組が推進され、定住や移住につながっている

Ⅱ

良好な就業環

境を確保する

・若い世代の地元産業に対する関心が高まるとともに、地域や企業ニーズに合った
人材が育成されている
・経営者の経営能力が向上し、従業員のスキルアップが図られている
・高等教育機関等の地元貢献が進んでいる

・若い世代の地元就業率が向上し、正規雇用者が増加することなどで、市民
所得が向上している

・付加価値の高いフードビジネスの進展により、産業の裾野が広がっている
・わが国有数の食料供給基地として確固たる地位を築いている
・ＩＣＴ産業が集積し、雇用の創出と商業の振興につながっている
・域内の中核企業が成長し、各種産業の生産性が向上している
・事業所の開業率が上がり、産業の新陳代謝が高まっている
・ワーク・ライフ・バランスが図られ、ビジネススタイルが多様化し、女性や
高齢者の社会進出が進んでいる

Ⅲ

魅力ある価値

を創出する

・国内外に宮崎の文化を発信し、認知度が高まっている
・訪日外国人旅行者の受入環境が整備され、滞在や周遊できる観光地域づくりが進
み、観光入込客や観光消費額が増加している
・宮崎の食の魅力が認知され、販路や交流人口が拡大している
・癒しの場として注目され、市民のホスピタリティに対する意識が向上している

Ⅳ

地域特性に

合った社会基

盤を確保する

・基幹道路等のインフラ、広域公共交通網が構築され、都市機能が有効に活用され
ている
・コミュニティバスやデマンド交通など、地域の実情に応じた公共交通が構築され
ている
・公的不動産が公民連携によって、有効に活用され、まちづくりに寄与している
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重点項目 重点目標 主要施策

多様なライフスタイルに対応した

１ 子育て支援の充実

2025 年問題を見据えた

２ 医療・福祉の充実

生活の質の向上と移住の促進を図る

３ 居住環境の充実

○「子育てしやすい地域であ
る」と思う人の割合

○医療サービスに満足してい
る人の割合

○「いつまでも在宅で生活した
い」 と思う人の割合

○居住環境に満足している人
の割合

○協働で行われている事業の数

○移住センターが関与した移
住世帯の 3年後の定着率

１－１ 結婚サポートや出産ケアの充実
１－２ 乳幼児等の健康の保持と増進
１－３ 幼児教育・保育サービスの提供
１－４ 学校教育・放課後児童対策の

充実
１－５ 子育て家庭への生活支援と相談

機能の充実

２－１ 高次医療サービスの提供
２－２ 地域医療サービスの確保
２－３ 地域包括ケアシステムの構築
２－４ 障がい者の自立と社会参加の

促進

３－１ 既存ストックの有効活用
３－２ スマートシティの取組の推進
３－３ 防災対策の推進
３－４ 環境保全の推進
３－５ 地域コミュニティの活性化
３－６ 移住・定住対策の推進

地域や企業ニーズに合った

４ 人材の育成

○県内就職した新規学卒者の
３年以内の離職率
 
○県内新規学卒者の就職内定
者のうち県内就職内定率

４－１ キャリア教育・学び直しの場の
提供

４－２ 地域や企業ニーズに対応した
人材の育成等

４－３ 新規就農者・農業法人の育成
４－４ 地元企業への就職を促す仕組

みの構築

若い世代の定着や生産性の向上を図る

５ 雇用の場の創出

○正規雇用者数

○市内の女性の有業率

○市内の 60 歳以上 70 歳未満
の有業率

交流人口や販路の拡大を図る

６ ブランド力の向上

○宿泊者数

○観光消費額

○観光入込客数

６－１ 宮崎らしさを生かした取組の
推進

６－２ スポーツランドみやざきの推進
６－３ 観光客受入環境の充実
６－４ 国内外の市場開拓

５－１ 農林水産業の生産基盤の確立
５－２ 企業立地と設備投資の促進
５－３ 創業や事業承継等の促進
５－４ 新商品・新技術等の開発
５－５ 中心市街地のにぎわいの創出
５－６ 雇用形態の多様化・労働力の

確保
５－７ 雇用環境の改善

７ 広域公共交通網の構築

とインフラの維持・整備

○「公共交通の利便性が確保
されている」と思う人の割
合

７－１ 都市機能の集約化
７－２ 広域公共交通網の構築
７－３ 物流体制の整備
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５ 戦略プロジェクト

○ 第五次宮崎市総合計画の計画期間変更に伴い、本市の現況や、社会情勢の変化を

踏まえ、令和５年度及び令和６年度の２カ年において、特に優先的かつ重点的に取

り組むべき３つのプロジェクトと、それに連なる 10 の重要施策を、新たな「戦略

プロジェクト」として掲げる。

○ 新たな「戦略プロジェクト」の展開に当たっては、本市の喫緊の課題である「人

口減少」への対応策として、死亡数と出生数の差である「自然増減」と、流出数と

流入数の差である「社会増減」の２つの視点を念頭に、各プロジェクト及び各重要

施策に取り組む。

○ 時代の潮流をとらえ、「公民連携」及び「ＤＸ（デジタルトランスフォーメーシ

ョン）」の手法を積極的に活用することで、「生産性向上」を図る。
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地域経済は、市民の生活を支え都市の成長・発展を促す基盤であり、地域の

活力を更に高めていくためには、企業活動や労働で生み出された付加価値を停

滞させることなく、分配・消費につなげる循環を目指し、経済を成長させてい

くことが重要である。

このようなことから、本市では、付加価値の創出や経済活動に必要な人材の

確保、都市基盤の整備を推進する。

また、外貨を稼ぐ視点から、観光・スポーツ振興を図り、更なる本市の経済

成長を促進する。

重要施策１-１ 宮崎経済の成長

公民連携による成長戦略を推進するとともに、デジタル基盤の整備に取り組

む。

また、付加価値の創出を行うほか、農畜水産物の販路拡大を図る。

重要施策１-２ 雇用の創出・人材の確保

起業・創業・事業承継について支援するとともに、企業誘致を推進する。

また、移住・定住を促進するほか、在住外国人の生活・就労支援、学生の県

内定着支援、さらに高齢者の就労支援を行うことにより、人口減少社会におけ

る人材の確保を図る。

重要施策１-３ 経済を支えるまちづくリ

陸・海・空の総合交通網について充実を図るとともに、都市インフラの整備・

維持を着実に進めるほか、中心市街地の再生を図る取組を推進する。

また、市庁舎・消防庁舎の早期整備、防災・減災対策を推進する。

重要施策１-４ 外貨を稼ぐ観光・スポーツ振興

プロスポーツキャンプの受入環境について充実を図る。

また、自然環境をいかした観光資源の開発・整備、インバウンド受入環境の

充実を図るとともに、MICE・スポーツイベントの誘致・支援を推進する。

プロジェクト１ 力強い経済への挑戦１
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SDGs の「誰一人取り残さない」という基本理念のもと、本市としても、持続

可能で多様性と包摂性のある社会づくりに取り組むことが重要である。

このようなことから、本市では、全ての市民の健康増進・福祉の充実を図る

ほか、女性がその個性と能力を十分に発揮し活躍できる社会づくり、多様な市

民がその置かれた環境にかかわらず活躍できる社会づくりを推進する。

重要施策２-１ 健康の増進・福祉の充実

感染症対策の充実･強化を推進するとともに、エビデンスに基づく病気の予

防・早期発見の推進を図る。

また、高齢者・障がい者の福祉を支える人材の育成・確保を図るとともに、

介護予防を推進する。

重要施策２-２ 女性の活躍の推進

ジェンダー平等を実現する意識改革を推進するとともに、女性の就労環境の

整備やワーク・ライフ・バランスの推進を図る。

また、女性特有の健康問題に対する支援を促進する。

重要施策２-３ 多様な市民が活躍する社会づくり

誰もが参加しやすい地域コミュニティづくりを推進する。

また、障がい者の自立・共生に向けた環境づくりを推進するとともに、在住

外国人の生活・就労支援、性的少数者の暮らしやすい環境づくりや困難を抱え

る世帯への支援の充実を図る。

プロジェクト２ 誰一人取り残さない社会づくり２
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少子高齢化が急速に進行する中、生産年齢人口も急速に減少していくことから、

今後その対策が重要である。

そのために本市では、将来世代への投資という観点から、少子化対策・子育て

支援を強化する。

また、質の高い学校教育の推進を図るほか、ゼロカーボンシティの実現を目指

す。

重要施策３-１ 少子化対策・子育て支援の推進

パートナーとの出会いを支援するとともに、妊娠・出産に関する支援の充実を

図る。

また、ひとり親家庭の子育て支援や子どものSOSへの対策を強化するとともに、

子どもが学び、遊べる場の整備・充実を促進する。

重要施策３-２ 質の高い学校教育の推進

教職員の働き方改革を推進するとともに、教職員の人材育成に取り組む。

また、GIGA スクール構想を推進し、学習環境の整備・充実を図る。

重要施策３-３ ゼロカーボンシティの実現

再生可能エネルギーの活用や省エネルギーの推進を図るとともに、環境負荷の

少ないライフスタイルへの転換を促進する。

プロジェクト３ 未来への投資３
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６ 重点項目の基本的方向及び主要施策

基本目標Ⅰ 良好な生活機能を確保する

重点項目１ 多様なライフスタイルに対応した「子育て支援の充実」

＜関連する SDGs＞

（１）重点目標

基本的方向

■ 結婚・妊娠・出産・子育ての希望がかなうよう、個人の気持ちを後押しし、

選択の幅を広げる取組を推進する。

■ 子どもたちに幸せの実感が得られるよう、家庭をはじめ、市民や地域の子

育てや家事に対する認識を高め、子育ての時間を豊かにする。

■ 多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔軟に対応するため、教育・保

育環境の充実や保育士等の人材確保のほか、スキルの高い保育士等の育成を

図る。

■ 子どもたちが、その置かれた状況にかかわらず、将来への夢をもって成長

できるようにする。

■ 学校におけるＩＣＴ機器の導入を通じて、教育環境のデジタル化を推進す

る。

■ 学校や地域、ＮＰＯ、企業等の多様な主体との連携などにより、放課後等

の支援体制を拡充し、子どもが安心して過ごせる環境を充実する。

■ 子育て支援施設が有する情報を充実させ、関係機関との連携強化や一元的な

対応により、子育て世代が利用したり、相談したりしやすい環境を整備する。

■ 幼少期から教育を通して、地域資源や社会資源を生かしたキャリア人材を

育成し、地域への愛着や関心を高める。

■ 結婚・妊娠・出産・子育て施策におけるＤＸの推進やデジタル技術を活用

した少子化対策に取り組むとともに、各種手続き等の事務負担の軽減や利便

性向上を図る。

指標 現況値 目標値 出典等

「子育てしやすい地域である」と

思う人の割合

62.9％
（2018）

76.8％
（2024）

市民意識調査
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（２）主要施策

１－１ 結婚サポートや出産ケアの充実

○ 県等の関係機関と連携するなど、結婚を希望する独身者に出会いの場を提供

する。

○ 妊産婦健診の充実など、安心して出産できる環境を整備する。

○ 不妊に悩む夫婦に対して、不妊治療に係る経済的な支援を行う。

■ 重要業績評価指標（KPI）

１－２ 乳幼児等の健康の保持と増進

○ 未就学児から中学生までを対象とした医療費助成を継続し、早期に必要な治

療が受けられる環境を整備することで、健康の保持を図る。

○ 定期・任意予防接種を充実し、感染症４の発生やまん延、発症時の重症化を

予防する。

○ 出産前後における必要な知識や情報の提供のほか、地域の医療機関等と連携

し、乳幼児の健康診査や保健指導等を実施するとともに、母子の健康や乳幼児

の発達に関する相談対応及び情報提供を行う。

■ 重要業績評価指標（KPI）

１－３ 幼児教育・保育サービスの提供

○ 教育・保育ニーズの高い地域における教育・保育環境を整備するほか、関係

団体と連携しながら、多様な就労形態に応じたサービスの充実を図るとともに、

保護者の経済的な負担の軽減、一時的な利用や特別な支援が必要な子どもに対

応した教育・保育環境づくりに努める。

○ 保育士等の処遇改善に向けて、多面的な支援を行うとともに、関係団体と連

携した就職説明会や研修等を開催し、保育士等の人材確保や質の向上を図る。

指標 現況値 目標値 出典等

産婦健診受診率（産後

１か月）

86.2％
（2018）

96.3％
（2024）

市親子保健課

調べ

指標 現況値 目標値 出典等

子ども医療費助成事

業の継続

継続

（2018）
継続

（2024）
市親子保健課

調べ

母子保健相談延べ支

援件数

3,618件
（2018）

3,800件
（2024）

16,600件
(2020～2024)

市親子保健課

調べ

４ 細菌やウイルスなどに起因する病気。ここでいう感染症は、ワクチンによって免疫が得られるもので、麻しん、

風しん、日本脳炎などをいう。
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■ 重要業績評価指標（KPI）

※ 潜在保育士の再就職者数は、2017年度からの取組である。

１－４ 学校教育・放課後児童対策の充実

○ 児童クラブ６の定員拡大を図るほか、すべての児童が利用できる放課後子ど

も教室７や児童館等の運営に加え、地域の多様な主体との連携により、児童に

安全で安心な放課後等の居場所を確保し、保護者の子育てを支援するとともに、

子どもの育ちを助ける。

○ 児童生徒の人間関係づくりや居心地のよい学級づくりを支援するとともに、

いじめ問題への対応に関する教職員の研修会の開催、不登校の児童生徒に対す

る相談や適応指導を適切に行い、いじめや不登校の未然防止及び早期の発見・

対応を図る。

○ 特別な教育的支援を必要とする児童生徒に対して、支援員を適切に配置し、

児童生徒の個性に応じた学習指導を行うとともに、学校生活における安全面に

配慮することで、学習環境の充実を図る。

○ 帰国・外国人児童生徒の日本語修得を支援することで、学校生活や学習上の

困難さを軽減し、学校生活や教育の充実を図る。

○ 小・中学校の教育課程において、ＩＣＴの活用をはじめ、地域や地元産業等

と連携し、体験学習やキャリア教育等の充実を図るとともに、新学習指導要領

に対応した外国語教育を実施するなど、豊かな国際感覚をもった児童生徒の育

成に努める。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

保育所等の待機児童数５

［翌年度 4月 1日現在］
43人
（2018）

0人
（2024）

市保育幼稚園課

調べ

潜在保育士の再就職者数

（累計）

22人
（2017～2018）

140人
（2017～2024）

市保育幼稚園課

調べ

指標 現況値 目標値 出典等

児童クラブの待機児童数８

［5月 1日現在］
76人
（2019）

0人
（2024）

市生涯学習課調

べ

５ 保育所等の利用申込みを行っており、利用に至っていない児童。他に空きがあるにもかかわらず、特定の保育

所等を希望し、その空きを待っている児童を除く。
６ 児童の保護者が、就労等により、放課後等に家庭が面倒を見ることができない場合に、その児童の適切な遊び

と生活の場を提供するもの。
７ 地域住民の参画のもと、放課後や週末等に小学校や公民館等を活用して、安全で安心な子どもたちの活動拠点

（居場所）を提供するもの。
８ 児童クラブ利用を希望しているが、希望する児童クラブが定員に達しているために入会できない児童のこと。
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１－５ 子育て家庭への生活支援と相談機能の充実

○ 乳幼児や小学生の児童を有する子育て家庭の育児を支援するため、地域の会

員同士で支え合うファミリー・サポート・センター９事業を推進する。

○ 地域子育て支援センター１０の職員の専門性を高め、情報の充実を図るととも

に、保健所や保健センター等の関係機関との連携を強化し、相談体制を充実さ

せる。

○ 総合発達支援センター１１など発達に障がいのある児童の受け入れ施設の充実

や、関係機関との連携を強化し、早期療育体制の強化に努めるとともに、早期

相談や早期支援において、重要な役割を果たしている専門職員に対し、研修の

機会を提供するなど、人材のスキル向上を図る。

○ 子どもが、その置かれた状況にかかわらず、健やかに成長できるよう、学習

支援や食事の提供など、関係団体等による居場所づくりの取組を支援する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

地域子育て支援センタ

ーの延べ利用者数

140,345人
（2018）

126,936人
（2024）

736,884人
（2020～2024）

市子育て支援

課調べ

障がい児相談支援延べ

利用者数

2,460人
（2018）

4,306人
（2024）

15,872人
（2020～2024）

市障がい福祉

課調べ

９ 児童の預かりなどの援助を受けたい人と援助を行いたい人が会員になり、育児に関する援助活動を行うために、

会員間の連絡・調整を行う事業。
１０ 小学校就業前の子どもと保護者に対して、プレイルーム（遊び場）の開放や育児の相談、様々な親子講座等を

行う事業。
１１ 発達に障がいのある、あるいは疑いのある子どもを早期に発見し、適切な療育を実施するため、相談・診断・

検査・訓練等を行い、障がいのある子どもと家族が、地域で安心して生活できるように支援を行う施設。
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重点項目２ 2025 年問題を見据えた「医療・福祉の充実」

＜関連する SDGs＞

（１）重点目標

基本的方向

■ 地域災害拠点病院１２である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できる

ようにする。

■ 市民が安心して医療サービスを受けられるよう、医師や看護師等の人材の

育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築する。

■ 介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人材の育成を図るとともに、

有資格者の就業に向けた取組を促進する。

■ 地域資源を有効に活用するとともに、地域や高等教育機関１３等との連携によ

り、予防に重点を置いた取組を推進する。

■ 医療、介護、予防、生活支援、住まいにかかわる多様な主体が連携して、

高齢者の住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステム１４を構築

し、その取組を推進する。

■ 地域における医療や福祉の相談等の支援体制を確保するため、関係機関や公

共施設等の機能の連携を強化するとともに、複合的な相談機能等の向上を図る。

■ 高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取

組を推進する。

■ 障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障が

い者の自立と社会参加を促進する。

■ 健康の増進や切れ目のない質の高い医療の提供、福祉サービスの質の確保

等を図るため、医療・福祉分野のＤＸを推進するとともに、各種手続き等の事

務負担の軽減や利便性向上を図る。

指標 現況値 目標値 出典等

医療サービスに満足している人

の割合

47.9％
（2018）

61.0％
（2024）

市民意識調査

「いつまでも在宅で生活したい」

と思う人の割合

60.7％
（2018）

73.0％
（2024）

市民意識調査

１２ 災害時における救急患者の受け入れや地域の医療機関への支援等を行う病院。
１３ 初等、中等教育に続く上位の教育機関。大学、短期大学、高等専門学校などがある。
１４ 高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、

医療、介護、介護予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく、包括的に提供する体制。
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（２）主要施策

２－１ 高次医療サービスの提供

○ 宮崎市郡医師会病院等の宮崎西インターチェンジ周辺への移転を支援し、地

域の救急医療の中核的な機能の向上を図るとともに、災害時における救急患者

の受け入れや被災地の医療機関の支援体制を確保する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

２－２ 地域医療サービスの確保

○ 県や関係団体等と連携して、医師や看護師等の育成と確保を図るとともに、

地域医療の安定的な提供体制を維持する取組を推進する。

○ 宮崎市郡医師会等の関係団体と連携して、在宅当番医制や夜間急病センター

の運営など、休日・夜間における初期救急医療体制や二次救急医療体制を確保

する。

○ 市民の健康に対する意識の向上や各種健（検）診の受診を促進するとともに、

地域ごとの人口分布や社会資源の状況などの地域診断をもとに、地域の特性に

応じた保健事業を実施し、市民の健康増進や生活習慣病等の重症化予防を推進

する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

宮崎市郡医師会病院の移転

支援の実施

実施

(敷地造成)
（2018）

実施

(移転完了)
（2020）

市企画政策課調

べ

指標 現況値 目標値 出典等

夜間急病センター開

設日数

365日
（2018）

365日
（2024）

1,826日
(2020～2024)

市保健医療課

調べ

特定健診１５受診率 24.3％
（2017）

31.0％
（2024）

市国保年金課

調べ

胃がん、肺がん、大腸

がん、子宮頸がん、乳

がんの５つのがん検

診の平均受診率

7.6％
（2018）

14.0％
（2024）

市健康支援課

調べ

１５ メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目し、生活習慣病のリスクを検査する健康診査。
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２－３ 地域包括ケアシステムの構築

○ 地域の医療や介護等に関係する団体や機関が情報を共有し、連携して取り組

める環境を整備することで、在宅医療や介護の一体的な提供を図るとともに、

認知症のケアをはじめ、多様な生活支援や介護予防サービス等が利用できる仕

組みを確立する。

○ 高齢者の健康増進を図るため、高等教育機関と連携するなど、介護予防に重

点を置いた取組を推進する。

○ 地域包括支援センターが作成する要支援認定者のケアプランについて、医療

や介護に係る多職種（薬剤師、管理栄養士、作業療法士など）や、サービス提

供事業者の参加のもと、自立や重度化防止に向けたケアマネジメントを検討す

る「自立支援型地域ケア会議」の取組を推進する。

○ 関係機関や関係団体等と連携し、介護に係る人材の育成や質の向上等を図る

とともに、人材の確保や定着に向けた取組を推進する。

○ 高齢者の福祉施設等におけるボランティア活動や地域における生活支援の

取組などを支援し、高齢者の社会参加を促進する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

自立支援型地域ケア

会議１６に諮るケアプラ

ン件数

113件
（2018）

140件
（2024）

1,048件
(2020～2024)

地域包括ケア

推進課調べ

全地域への生活支援

コーディネーター１７の

配置数

13人
（2018）

10人
（2024）

地域包括ケア

推進課調べ

１６ 高齢者の生活の質を高めるため、多職種から専門的な助言を得ながら、高齢者の心身の状況把握やニーズに対

して、生活支援など適切なサービスを結び付ける介護予防ケアマネジメントとケアプラン（支援計画）に沿っ

た支援の内容を検討する会議。
１７ 地域包括ケアシステムにおける高齢者の生活支援サービスの体制整備を推進していくことを目的とし、地域の

ニーズと資源を把握し、関係者のネットワーク化や多様な主体への働きかけを行う。
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２－４ 障がい者の自立と社会参加の促進

○ 障がい者に創作的活動や生産活動の機会のほか、就労に向けた訓練等のサー

ビスを提供し、障がい者の自立と社会参加を促進する。

○ 障がい者基幹相談支援・虐待防止センター１８を拠点に、各種福祉サービスの

相談や利用支援等を行い、障がい児・者とその家族の地域生活を支援する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

障がい者相談支援延

べ利用者数

9,372人
（2018）

16,992 人
（2024）

61,080人
(2020～2024)

市障がい福祉

課調べ

障がい福祉サービス

の支給決定者数

［4月 1日現在］

4,065人
（2018）

5,147人
（2024）

市障がい福祉

課調べ

就労継続支援Ｂ型事

業所１９の平均工賃額

（月額）

19,191円
（2017）

21,400円
（2024）

市障がい福祉

課調べ

１８ 障がい児・者に対する総合的かつ専門的な相談支援を実施するとともに、地域の相談支援事業者に対して、訪

問等による専門的な指導や助言、人材育成を行うほか、障がい者の権利擁護や虐待防止を行う事業。
１９ 障害者総合支援法に基づく就労継続支援を行う事業所で、通常の事業所に雇用されることが困難な障がい者に、

就労の機会を提供するとともに、その知識や能力を高めるため、必要な訓練等を行う。就労継続支援には、雇

用契約を結ぶＡ型と結ばないＢ型があり、Ｂ型の利用者は、一定の工賃を得る。
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重点項目３ 生活の質の向上と移住の促進を図る「居住環境の充実」

＜関連する SDGs＞

（１）重点目標

基本的方向

■ 空き家等の既存ストックの流通を促すとともに、地域振興など他の施策と

連携した取組を推進する。

■ 再生可能エネルギー２０の導入や省エネルギーへの取組などにより、環境負荷

の少ない持続可能な社会の形成を図る。

■ 安定した消防体制を構築するとともに、地域防災のリーダーとなる人材を

育成するほか、デジタル技術の活用等により、防災や減災に適切に対応できる

環境を整備する。

■ ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図るとともに、環境美化や河

川浄化の取組を推進する。

■ 森林の保全を図るとともに、木材の多面的な活用を推進する。

■ 地域活動や市民活動を担う人材を育成するとともに、様々な活動団体等の

連携を促進することで、自律性の高いコミュニティの形成を図る。

■ 各地域のまちづくりの方向性である地域魅力発信プラン２１に即した取組を

支援するとともに、地域資源を生かし、ビジネスの手法を用いて、課題の解

決に向けた取組を促進する。

■ 関係機関や関係団体が連携して、移住希望者が求める情報提供や地域の魅

力発信を行うとともに、移住後のフォローアップ等の支援体制を強化すること

に加え、行政サービス等に関する情報のデジタル化などにより、市民に対して

効率的かつ効果的な情報発信を推進する。

指標 現況値 目標値 出典等

居住環境に満足している人

の割合

75.4％
（2018）

76.0％
（2024）

市民意識調

査

協働で行われている事業の

数

306事業
（2018）

340事業
（2024）

1,650事業
(2020～2024)

市文化・市民

活動課調べ

移住センターが関与した移

住世帯の３年後の定着率

33.3％
（2018）

80.0％
（2024）

市企画政策

課調べ

２０ 自然界に存在し、枯渇せず永続的に利用可能なエネルギーで、太陽光や太陽熱、水力、風力、バイオマス、地

熱などを指す。
２１ 地域におけるまちづくりの将来像を明確にし、地域で取り組む事業やその主体などを整理した地域自治区ごと

の計画。

※ 移住センターの開設は、2015年 12月。
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（２）主要施策

３－１ 既存ストックの有効活用

○ 関係団体等と連携して、空き家物件の情報収集や提供を行うほか、空き家バ

ンクを運営するとともに、モデル地区を設定して、空き家入居者への家賃等に

要する負担を軽減するなど、中古住宅の流通の促進を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

３－２ スマートシティの取組の推進

○ 気候の特性を生かし、住宅用の太陽光発電システムの設置に要する費用の負

担を軽減するなど、再生可能エネルギーの有効な活用を図る。

○ 独自の環境マネジメント規格に基づいて、環境に配慮した活動を行う事業者

の環境マネジメントシステム２２の構築を支援・認証することで、事業者の自主

的な環境保全活動を推進する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

３－３ 防災対策の推進

○ 地域防災リーダーを育成し、防災訓練を実施するなど、市民の防災意識を高

めるとともに、消防団組織の充実強化を図るほか、災害時における備蓄品の配

備や自主防災組織に必要な資機材を整備し、地域における避難路や避難場所等

の環境整備を支援するなど、災害時における避難者等への支援体制を確保する。

○ 警防、予防、救急、救助等の各分野の充実を図り、適切に広域消防を運営す

るとともに、資機材等を計画的に整備・更新し、広域消防体制の強化を図る。

指標 現況値 目標値 出典等

空き家バンク登録件数

（累計）

63件
（2015～2018）

323件
（2015～2024）

市建築住宅課調

べ

指標 現況値 目標値 出典等

太陽光発電設備導入

容量（10kW未満）
［3月 31日現在］

65,194kW
（2018）

89,775kW
（2024）

401,424kW
(2020～2024)

資源エネル

ギー庁調べ

みやざきエコアクシ

ョン認証２３登録事業

者数（累計）

190事業者
（2015～2018）

220事業者
(2015～2024)

市環境保全

課調べ

２２ 企業や団体等の組織が、経営や運営の中で、環境保全に関する取組を進めるにあたり、方針や目標を設定し、

その達成に向けて取り組んでいくための計画や体制・手続き等の仕組み。
２３ 国際的な規格である ISO14001や環境省が制定した認証・登録制度であるエコアクション 21などの環境マネ
ジメントシステムを簡素化した本市独自の認証規格。
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■ 重要業績評価指標（KPI）

３－４ 環境保全の推進

○ ごみの減量やリサイクルを推進するため、環境教育や啓発活動等を行うと

ともに、家庭におけるごみの分別や減量化の取組、地域における資源物回収な

どのリサイクル活動を支援する。

○ 市民や事業者、関係機関、関係団体が一体となって、河川浄化の取組を推進

し、水質の維持・改善を図る。

○ 森林所有者による間伐や植林の取組を支援するとともに、市産材を活用した

木造住宅の建築を促すなど、木材の需要拡大を推進し、森林の公益的機能の確

保を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

自主防災組織の結成

率

［3月 31日現在］

87.0％
（2018）

88.5％
（2024）

市地域安全課

調べ

消防団員充足率

［翌年度 4月 1日現在］
97.0％
（2018）

96.0％
（2024）

市消防局総務

課調べ

市の登録料の助成を

受けた防災士２４の数

80人
（2018）

95人
（2024）

475人
(2020～2024)

市危機管理課

調べ

指標 現況値 目標値 出典等

市民１人１日あたり

のごみ排出量

993ｇ
（2018）

948ｇ
（2024）

市環境政策課

調べ

公共用水域環境基準

(BOD２５)達成率
100％
（2018）

100％
（2024）

市環境指導課

調べ

植林面積 136㏊
（2018）

160㏊
（2024）

990㏊
(2020～2024)

市森林水産課

調べ

伐採面積 260㏊
（2018）

340㏊
（2024）

1,700㏊
(2020～2024)

市森林水産課

調べ

２４ 特定非営利活動法人日本防災士機構が認証した者。地域の防災意識の啓発、防災力の向上に努め、災害時には、

避難誘導や救助、避難所での世話など、組織や地域の中での活動が期待されている。
２５ Biochemical Oxygen Demandの略で、生物化学的酸素要求量のこと。水中の有機物が微生物の働きによって
分解されるときに消費する酸素量で、河川の汚濁を測定する代表的な指標。
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３－５ 地域コミュニティの活性化

○ 自治会等の地域活動、ボランティアやＮＰＯ等の市民活動のほか、地域の多様

な主体で構成する地域まちづくり推進委員会２６の活動を支援するなど、地域協議会

と連携して、地域魅力発信プランに資する取組を促進するとともに、地域との協

働により、地域資源を生かした取組を推進する。

○ 多様で高度化する地域課題の解決に向け、まちづくりを担う人材の育成を支

援するとともに、専門性を有する人材がまちづくりにかかわり、地域の多様な

主体による連携や経営の視点を含めた取組を促進することで、地域や住民ニー

ズに合った公共サービスの提供につなげるなど、自律性の高いコミュニティの

形成を図る。

○ 教育機関や関係団体等と連携して、消費者教育に係る講座等を開催するとと

もに、消費生活に関する相談や苦情等への対応を行うことで、市民の安全・安

心な消費生活の確保を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

３－６ 移住・定住対策の推進

○ 移住センターを拠点として、雇用や住まい等に係る官民のネットワークを構

築し、移住希望者に対する相談窓口や情報提供の一元化を図るなど、移住希望

者の関心を高める取組を推進する。

○ 移住希望者のニーズに適切に対応するとともに、移住アンバサダー２７や関係

団体等と連携して、移住者のフォローアップを行うなど、移住者の定着を図る。

指標 現況値 目標値 出典等

地域まちづくり推進委員会

の委員数［5月 1日現在］
2,207人
（2019）

2,170人
（2024）

市地域コミュニ

ティ課調べ

地域魅力発信プランの実現

率

40.1％
（2018）

54.5％
（2024）

市地域コミュニ

ティ課調べ

自治会加入率

［6月 1日現在］
55.2％
（2018）

52.4％
（2024）

市地域コミュニ

ティ課調べ

２６ 地域内外で活動する多様な個人や団体と連携して、地域課題の解決や魅力あるまちづくりを推進する事業に取

り組む地域住民の組織。
２７ 移住や定住促進を目的とした情報提供やイベントの開催など、移住センターの活動に賛同する登録を行った民

間事業者や団体等。
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■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

移住センターが関

与した移住世帯数

（累計）

134世帯
（2015～2018）

1,350世帯
（ 2015～ 2024）

市都市戦略課調

べ

移住センターにお

ける移住希望者の

相談件数

888件
（2018）

1,750件
（2024）

5,570件
(2020～2024)

市都市戦略課調

べ

- 22 -



基本目標Ⅱ 良好な就業環境を確保する

重点項目４ 地域や企業ニーズに合った「人材の育成」

＜関連する SDGs＞

（１）重点目標

（２）主要施策

４－１ キャリア教育・学び直しの場の提供

○ 高等教育機関等が中心となり、地元の教育機関や企業と連携するなど、キャ

リア教育や学び直しの場を提供する取組を支援する。

基本的方向

■ 教育機関や地元企業等の関係機関の連携により、地域や企業ニーズに合っ

た人材を育成する。

■ 企業経営者の経営に対する認識やノウハウを高め、従業者のスキルアップ

を図るなど、質の高い人材の育成を促進する。

■ 企業のマネジメント層の人材を育成するとともに、外部からの人材登用を

促進する。

■ 新規就農者の生産性を向上させる仕組みを構築するほか、農業法人等にお

ける雇用を確保するなど、新たな担い手や後継者を育成する取組を推進する。

■ 地元企業の雇用環境などの見える化を推進し、学生や保護者等の地元企業

への興味や関心を高め、就業につなげていく。

指標 現況値 目標値 出典等

県内就職した新規学卒者の３

年以内の離職率

高校 43.7％
大学 37.1％
（2018）

高校 40.1％
大学 34.6％
（2024）

宮崎労働局調べ

県内新規学卒者の就職内定者

のうち県内就職内定率

高校 59.1％
大学等 45.0％
（2018）

高校 65.0％
大学等 53.3％
（2024）

宮崎労働局調べ
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■ 重要業績評価指標（KPI）

４－２ 地域や企業ニーズに対応した人材の育成等

○ 高等教育機関が実施する地域課題や地元企業のニーズに合った調査研究を

支援する。

○ 専門機関が実施する研修や訓練等への地元企業の参加を支援し、経営者や従

業員の経営能力や技能等の向上を図る。

○ 地元企業におけるマネジメント層などの人材の育成や、高度人材の外部から

の登用を支援し、産業の活性化や雇用の促進を図る。

○ 専門的知識やスキルを習得する講座や研修等を実施し、不足する産業分野の

人材の育成を図るとともに、雇用の安定的な確保につなげる。

○ 地元企業に就職した若い世代の早期離職を防ぐため、企業のマネジメント層

に対し人材の育成や活用に関する研修を実施するなど、若い世代が継続して就

業しやすい環境を整備する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

※ 高度ＩＣＴ技術者雇用促進事業は、2017 年度からの実施。

指標 現況値 目標値 出典等

県内高校生の県内大学・短

大への進学率

29.9％
（2018）

32.9％
（2024）

学校基本調査

（文部科学省）

指標 現況値 目標値 出典等

市が支援する就職セ

ミナー等を受講して

就職した人の数（累

計）

147人
（2015～2018）

255人
（ 2015～ 2024）

市工業政策課

調べ

高度ＩＣＴ技術者新

規雇用者数

15人
（2018）

17人
（2024）

85人
(2020～2024)

市工業政策課

調べ
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４－３ 新規就農者・農業法人の育成

○ 多様化する就農ルートや就農形態に対応するため、就農希望者に対する就農

相談会等での情報提供を強化するとともに、専門機関が実施する農業研修等を

支援し、新規就農の促進を図るほか、農業後継者が就農しやすい環境を整備す

る。

○ 就農時における農地の確保や初期投資の軽減を図るとともに、就農後の研修

や関係機関と連携した営農指導を実施し、新規就農者の定着や早期の経営安定

につなげる。

○ 制度資金の借入れに要する経費の負担を軽減するなど、新規就農の受け皿と

なる農業法人の育成や経営の安定を図るとともに、農業法人等の安定的な雇用

の確保を支援することで、農業従事者の増加につなげる。

■ 重要業績評価指標（KPI）

４－４ 地元企業への就職を促す仕組みの構築

○ 国や県などの関係機関と連携した企業就職説明会のほか、地元企業や学校な

どと連携して、情報交換会やプロモーションイベントを開催するなど、学生や

保護者等の地元への関心を高め、地元企業への就職を促進する。

○ ＩＣＴを活用して、地元企業の雇用環境の見える化を推進するとともに、若

い世代と地元産業との交流の場を創出するなど、地元への定着やＵＩＪターン
２８を促進する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

新規就農者数 109人
（2018）

100人
（2024）

350人
(2020～2024)

宮崎県調べ

指標 現況値 目標値 出典等

就職説明会参加者の

うち就職決定者数

48人
（2018）

75人
（2024）

600人
(2020～2024)

宮崎労働局

市工業政策課

調べ

雇用・人材アプリイン

ストール数（累計）

11,246件
（2015～2018）

21,000件
（ 2015～ 2024）

市工業政策課

調べ

２８ 進学や就職等で、地方から大都市圏に出たのち、再び地方に就業・移住すること。Uターンは出身地に、Jタ
ーンは出身地の経路にある地域に、Iターンは出身地と全く異なる地域に移住すること。
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重点項目５ 若い世代の定着や生産性の向上を図る「雇用の場の創出」

＜関連する SDGs＞

基本的方向

■ 農地の集約を促進するとともに、再生可能エネルギーやＩＣＴを活用するな

ど、省力化や生産コストを削減し、農林水産業の生産基盤の確立を図る。

■ 近年の情報通信技術やロボット技術の発達を受け、それらの実装化に向けた

調査・研究を行い、農林水産業分野のスマート化を推進する。

■ 地方創生テレワークなど、地域外から知識・ノウハウを持った人材や企業を

受け入れることにより、『人』と『知』の流れを創出し、地域経済の活性化を官

民連携で推進する。

■ 多様な視点から、異業種間のマッチングを図るとともに、波及効果の高い産

業や事業に重点して投資することで、生産性と効率性を持った取組を推進する。

■ 的確に企業動向を収集し、都市部からの人の流れと地元企業との連携を意識

した企業誘致を展開する。

■ 産学官民の多様な主体が共創する支援体制を構築し、ローカルスタートアッ

プの創出や地域企業のイノベーション創造等による地域経済の活性化を図る。

■ 官民における創業支援機関が支援体制を構築し、創業前後における支援を充

実することで創業率を高める。

■ 円滑な事業承継を推進し、中小企業の活力の維持・向上や経営の活性化を促

すことで、雇用の継続と確保を図る。

■ 規制緩和等により、中心市街地に民間投資を生む環境を整備し、ＩＣＴ関連産

業や商業等の集積を図るとともに、イベント等の開催により、働く場、交流の場と

しての中心市街地の魅力を向上させる。

■ 地域経済を維持・活性化していくために、女性や高齢者の雇用を促進し、労

働力の確保を図る。

■ 給与などの処遇面における雇用条件の改善を図り、若い世代の地元への定着

やＵＩＪターンを促進する。

■ 企業等の自主的な取組を促し、処遇面などの改善を図るとともに、ワーク・

ライフ・バランスの推進により、労働の継続性を高める。
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（１）重点目標

※ 就業構造基本調査は、５年に１度実施される調査のため、目標値は 2022 年度に実施される調査の目標値を記載。

（２）主要施策

５－１ 農林水産業の生産基盤の確立

○ 施設の有効活用、省力化や生産コストの削減等に資する再生可能エネルギー

やＩＣＴ、資機材等の導入費用の負担を軽減するほか、ＩＣＴの普及を担う人

材の育成を支援するとともに、野生鳥獣の被害を防止することなどで、生産性

の向上を図る。

○ 畜産業の生産基盤となる施設整備や機械設備等の設置をはじめ、繁殖牛の導

入に係る費用の負担を軽減することなどで、省力化や生産コストの削減を図る。

○ 宮崎県農地中間管理機構２９と連携し、遊休農地の解消や農地の集積・集約化

を図るとともに、担い手の育成などを推進し、農用地の有効活用や高度利用を

促進する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

正規雇用者数 100,600人
（2017）

100,600人
（2022*）

就業構造基本

調査（総務省統

計局）

市内の女性の有業率 52.1％
（2017）

52.1％
（2022*）

就業構造基本

調査（総務省統

計局）

市内の 60歳以上 70歳未満の
有業率

55.3％
（2017）

58.0％
（2022*）

就業構造基本

調査（総務省統

計局）

指標 現況値 目標値 出典等

農業産出額 375億円
（2017）

325億円
（2024）

1,758億円
(2020～2024)

市町村別農業

産出額試算

（農林水産省）

２９ 農業の担い手への農地集積・集約化を推進し、農地の有効利用や農業経営の効率化を図るため、都道府県に一

つ設置されている組織。
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５－２ 企業立地と設備投資の促進

○ 中小企業に対して、低利の融資の提供や資金の借入れに要する経費の負担を

軽減するとともに、金融相談等を実施し、中小企業の経営安定化を図る。

○ 地元企業への波及効果が期待できる中核的企業の設備投資等に要する負担

を軽減し、生産性の向上を図るとともに、新規雇用や人材の育成を支援し、産

業界の経営安定と雇用を促進する。

○ 的確に企業動向を収集し、経済波及効果の高い産業を中心に企業誘致活動を

行うとともに、立地企業に対する支援制度を設けるなど、企業立地の促進と立

地企業の定着を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

５－３ 創業や事業承継等の促進

○ 官民における創業支援機関がネットワークを構築し、インキュベーションル

ーム３０の提供、経営相談や指導のほか、資金の調達など、相互に連携しながら、

創業前後における支援を充実する。

○ 中小企業等が実施する事業承継やＭ＆Ａ３１を支援し、円滑な事業の引き継ぎ

を促進することで、雇用の継続や確保、経営の活性化を図る。

指標 現況値 目標値 出典等

製造品出荷額 2,325億円
（2017）

2,363億円
（2024）

1兆 1,758億円
(2020～2024)

工業統計調査

（経済産業省）

立地企業数 14件
（2018）

10件
（2024）

50件
(2020～2024)

市工業政策課

調べ

立地企業における新

規雇用予定者数

439人
（2018）

117人
（2024）

1,074人
(2020～2024)

市工業政策課

調べ

３０ 新たに創業を予定している方や創業間もない企業等に、事業の立ち上がりから成長段階において、個室・会議

室の提供やマネージャー等による総合的な支援等を行う施設。
３１ Merger and Acquisitionの略で、企業の合併や買収と訳される。事業譲渡や株式譲渡等により、第三者に経営
権を移転すること。
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■ 重要業績評価指標（KPI）

※ 事業承継支援事業は、2017 年度からの実施。

５－４ 新商品・新技術等の開発

○ 中小企業等が高等教育機関や研究機関等と連携して、経営改善や技術・製品

開発等を行う取組を促進する。

○ 消費者ニーズに対応するため、生産者団体と観光商工団体等で構成するみや

ＰＥＣ推進機構や、生産者自らが取り組む地元の農畜水産物を使用した新たな

商品・メニューの開発を支援する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

５－５ 中心市街地のにぎわいの創出

○ 地権者等と連携して、遊休不動産の改修や活用、新規入居者への支援を行う

など、中心市街地への産業の集積と雇用の拡大を図る。

○ 中心市街地におけるオープンスペース等を有効に活用し、関係団体等と連携

して多彩なイベント等を実施するとともに、適切に情報を発信し、商業の活性

化やにぎわいの創出を図る。

○ 中心市街地において、創業サポート室を運営し創業の増加を図り、雇用の拡

大に繋げていくとともに、空き店舗等を活用し商業や業務機能の集積を図る。

指標 現況値 目標値 出典等

創業支援事業計画３２に基づ

く創業者数（累計）

575人
（2015～2018）

1,608人
（2015～2024）

市商業政策課

調べ

市が支援した事業承継等の

件数（累計）

11件
（2017～2018）

91件
（ 2017～ 2024）

市商業政策課

調べ

指標 現況値 目標値 出典等

６次産業化関連補助

事業活用事業者数

9件
（2018）

5件
（2024）

25件
(2020～2024)

市農政企画課

調べ

市が支援した企業と

大学等の研究機関と

の共同取組事例数

2件
（2018）

3件
（2024）

15件
(2020～2024)

市工業政策課

調べ

３２ 産業競争力強化法に基づき、地域における創業の促進を目的に、市区町村が創業支援事業者と連携して行う事

業に関して策定する計画。
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■ 重要業績評価指標（KPI）

５－６ 雇用形態の多様化・労働力の確保

○ 女性の社会参加を支援するセミナーや就業体験等を実施するとともに、ひと

り親世帯に対して、就業に向けた資格取得に係る費用の負担を軽減するなど、

就業につながる環境の整備を図る。

○ シルバー人材センターの活動を支援し、高齢者の就業ニーズに合った業務の

創出や安定的な雇用につながる派遣事業を推進するなど、高齢者の多様な働き

方に対応した雇用や就業機会を確保する。

○ 関係機関と連携し、テレワーク３４や短時間勤務等の働き方の啓発を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

中心市街地における

クリエイティブ産業３３

従業者の増加数（累

計）

1,875人
（2015～2018）

3,085人
（ 2015～ 2024）

市商業政策

課調べ

指標 現況値 目標値 出典等

市の支援する女性の就

労支援事業を活用した

就職者数（累計）

82人
（2015～2018）

220人
（ 2015～ 2024）

市工業政策

課調べ

シルバー人材センター

における派遣事業の受

注件数

119件
（2018）

150件
（2024）

750件
(2020～2024)

市工業政策

課調べ

３３ デザイン、広告、ソフトウェア開発、コンピュータ・サービス、芸術など知的財産権を有する産業分野の総称。
３４ 情報通信機器を利用し、会社以外の場所で仕事を行う勤務形態のことで、場所や時間にとらわれない柔軟な働

き方。
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５－７ 雇用環境の改善

○ 官民が一体となって、育児休暇や有給休暇の取得を促進し、長時間労働を是

正するなど、ワーク・ライフ・バランスの普及を推進することで、働きやすい

環境の整備を図る。

○ 家庭、学校、職場や地域等における男女共同参画の意識の啓発や人材の育成

を図るとともに、市民や市民団体等の交流促進や誰もが安心して相談できる機

能を備えた男女共同参画センターを拠点として、講座の開催や登録団体の活動

支援など、男女共同参画社会の実現に向けた取組を推進する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

※ 宮崎市イクボス同盟は、2020 年度から宮崎市ワークライフバランス企業同盟に名称を変更。

指標 現況値 目標値 出典等

くるみん３５認定企業数

［3月 31日現在］
17社
（2018）

24社
（2024）

宮崎労働局調べ

「仕事と家庭の両立応援宣

言３６」を行う事業所数

［3月 31日現在］

395件
（2018）

600件
（2024）

宮崎県調べ

宮崎市ワークライフバラン

ス企業同盟３７加盟事業所数

［3月 31日現在］

14件
（2018）

29件
（2024）

市文化・市民活動

課調べ

３５ 厚生労働省が、一定の基準を満たした企業を「子育て支援サポート企業」として認定する制度の愛称。
３６ 宮崎県が、従業員の仕事と家庭の両立を促進する「働きやすい職場づくり」の取組を宣言する事業所を登録す

る制度。
３７ ワーク・ライフ・バランスを推進する職場づくりに取り組み、または取り組もうとしている市内の事業所で構

成された団体。
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基本目標Ⅲ 魅力ある価値を創出する

重点項目６ 交流人口や販路の拡大を図る「ブランド力の向上」

＜関連する SDGs＞

基本的方向

■ ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせ

る情報発信を行う。

■ デジタル技術（地方創生テレワークやサテライトオフィスの整備等）の活

用により、地理的・時間的な課題の解決を図る。

■ フードビジネスや観光産業等による異業種間の連携を強化し、市域で外貨

を稼ぐ取組を推進する。

■ 観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うととも

に、広域的な観光地域づくりを推進することで、インバウンド３９を含めた観光

客の回遊性や滞在性を高める。

■ スポーツキャンプや合宿、大会誘致を図るとともに、認知度のあるプロス

ポーツキャンプ等を生かし、誘客効果の高い取組を推進する。

■ 観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高める受入環境を整備する。

■ アフターコンベンション４０の充実やユニークベニュー４１の創出等を図り、

ＭＩＣＥ４２の誘致を推進する。

■ 農畜水産物や加工品のブランド化を推進し、「食」への理解や地産地消の取

組を促すとともに、国内外への販路を拡大する。

■ デジタル技術の活用により、地域の稼ぐ力を高めながら、地域経済を活性

化し、持続可能な経済社会の実現を図る。

３９ 訪日外国人旅行者。
４０ 見本市やシンポジウム、博覧会などのコンベンションの後の催しや懇親会。
４１ 美術館や博物館、歴史的建造物など、地域の特性や特別感を演出できる会場。
４２ 会議（Meeting）、研修や社員旅行（Incentive Travel）、国際会議や集会（Convention）、展示会や見本市、
（Exhibition/Event）の頭文字で構成する造語。多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントの総称。
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（１）重点目標

（２）主要施策

６－１ 宮崎らしさを生かした取組の推進

○ 豊かな食材や恵まれた自然、古来から伝承されてきた神話、国指定史跡であ

る生目古墳群など、地域の特徴を生かした観光地域づくりを推進し、観光資源

の魅力を向上させる。

○ 花のまちづくりの推進拠点である「フローランテ宮崎」の運営をはじめ、緑

化重点地区や市内各所における重点花壇等の整備、公民連携や市民協働の取組

などにより、回遊性があり、一年中花と緑のあるまちづくりを推進する。

○ 「宮崎市フェニックス自然動物園」や「道の駅」など、市民の憩いの場と観

光誘客の両面を兼ね備えた施設のソフト面の充実やリニューアルにより、施設

の魅力を高め、今後の将来を見据えた持続可能な運営を行う。

○ 教育旅行やＭＩＣＥの誘致に向け、大都市圏での情報発信を行うとともに、

アフターコンベンションの充実やユニークべニューの創出を図り、本市で開催

されるコンベンション等の開催を支援する。

○ ターゲットを設定し、効果的な手段でプロモーションや旅行商品の造成等を

行うことで、本市の認知度や魅力を向上させ、交流人口の拡大を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

宿泊者数 2,578千人
（2018）

1,680 千人
（2024）

11,760千人
(2020～2024)

宮崎市観光統計

観光消費額 886.9億円
（2018）

558億円
（2024）

3,784億円
(2020～2024)

宮崎市観光統計

観光入込客数 6,155千人
（2018）

4,020千人
（2024）

27,920千人
(2020～2024)

宮崎市観光統計

指標 現況値 目標値 出典等

MICE延べ参加人数 101,910人
（2018）

1 1 , 5 0 0 人
（2024）

322,500人
(2020～2024)

宮崎市観光統

計

外国人宿泊者数 208,900人
（2018）

65,000 人
（2024）

750,000人
(2020～2024)

宮崎市観光統

計
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６－２ スポーツランドみやざきの推進

○ プロ野球やＪリーグ等のプロスポーツキャンプの受入態勢の充実を図ると

ともに、プロゴルフトーナメント等のプロスポーツイベントの開催を支援する

など、スポーツランドみやざきの認知度の向上と誘客の促進を図る。

○ 温暖な気候や恵まれた自然、スポーツ施設などの良好な環境を国内外に発信

し、アマチュアスポーツの大会や合宿を誘致するなど、「総合スポーツ戦略都

市みやざき」の取組を推進する。

○ プロスポーツやアマチュアスポーツの大会や合宿等による誘客と、観光資源

が連携したスポーツツーリズムの取組を推進する。

■ 重要業績評価指標（KPI）

６－３ 観光客受入環境の充実

○ 国内外からの観光誘客を図るため、観光拠点となる公共施設の設備を更新す

るとともに、ホテルや旅館等が実施するリノベーション４３、Ｗｉ－Ｆｉ４４環境等

の整備を支援し、観光客の受入環境の充実を図る。

○ 民間事業者が実施する空港等の交通拠点での観光客の滞在性を高める取組や、

主要観光地における交通アクセスを確保する取組などを支援し、観光客の利便性

の向上を図る。

○ 神話・観光ボランティアを育成し、観光ホスピタリティ（おもてなしの心）の

機運を醸成する取組を推進する。

指標 現況値 目標値 出典等

プロ野球キャ

ンプ来場者数

609,100人
（2018）

660,000人

（2024）
3,410,000人
(2020～2024)

市スポーツラン

ド推進課調べ

プロゴルフト

ーナメント来

場者数

50,160人
（2018）

55,000人
（2024）

247,500人
(2020～2024)

市スポーツラン

ド推進課調べ

Ｊリーグキャ

ンプチーム数

11チーム
（2018）

14チーム
（2024）

市スポーツラン

ド推進課調べ

スポーツ合宿

宿泊者数

124,400人
（2018）

126,500人
（2024）

721,500人
(2020～2024)

宮崎市観光統計

４３ 部分的な修繕などを含む「リフォーム」に対し、物件の価値を高めるための改修を指す。
４４ 無線 LAN（Local Area Network）のことで、パソコン等の接続に有線ケーブルを用いず、無線通信を行うも
の。
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■ 重要業績評価指標（KPI）

６－４ 国内外の市場開拓

○ 商工団体等が開催する物産展やセミナー、商談会等に係る取組を支援し、特

産品等の市場開拓や販路拡大を図る。

○ 周辺の自治体や関係団体、地域と連携して、農畜水産物や産地のブランド化

を推進するとともに、関係団体等が行う海外への輸出の取組を支援し、国内外

への販路拡大を図る。

○ 農商工連携や６次産業化で開発した商品のプロモーション、県内外のシェフ

を活用した食材のＰＲなど、官民の多様な団体で構成するみやＰＥＣ推進機構

の取組を支援し、農畜水産物や加工品等の消費拡大と販路拡大を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

宮崎市観光協会ホー

ムページアクセス数

196.5万回
（2018）

310万回
（2024）

1,270万回
(2020～2024)

市観光戦略課

調べ

観光案内所来場者数 30,963人
（2018）

31,360人
（2024）

196,092人
(2020～2024)

市観光戦略課

調べ

指標 現況値 目標値 出典等

輸出支援事業を

活用した事業者

の輸出額

53,630千円
（2020）

65,000千円
（2024）

127,000千円
(2023～2024)

市農政企画課調

べ

農畜産物のブラ

ンド認証品４５の売

上額

72.4億円
（2018）

86.5億円
（2024）

412.2億円
(2020～2024)

市農業振興課調

べ

４５ 消費・販売ニーズを的確に捉え、安全・安心を基本に外観や味、鮮度、規格、旬、栽培方法等の面で一定の基

準以上を備えた商品ブランドとして、宮崎県と宮崎県経済農業協同組合連合会で構成するみやざきブランド推

進本部が認証した農畜産物。
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基本目標Ⅳ 地域特性に合った社会基盤を確保する

重点項目７ 「広域公共交通網の構築とインフラの維持・整備」

＜関連する SDGs＞

（１）重点目標

（２）主要施策

７－１ 都市機能の集約化

○ 公共施設やインフラ等の利用需要の変化を踏まえ、宮崎市公共施設等総合管

理計画に基づき、更新や統廃合、長寿命化、今後増大する維持管理費の低減な

ど、公共施設の最適な配置や運営に向けた取組を推進するとともに、地域経済

の活性化を図る観点から、関係機関や民間との連携によるインフラ等の整備の

ほか、公的資産の利活用を検討し、財政負担の軽減や平準化を図る。

○ 本格的な人口減少・超高齢社会の到来を見据え、医療・商業施設等の適正な

配置を誘導し、日常生活に必要となるサービス機能が身近に存在する都市構造

を目指す。

基本的方向

■ 都市機能の維持・強化を図るため、インフラの長寿命化、公共施設の総量

の適正化や質を向上させる取組を推進し、民間活力を最大限に生かした管理運

営を行うとともに、公民連携による公的資産の利活用を図る。

■ 都市拠点間を結ぶ陸・海・空路における移動手段を確保するとともに、生

活機能を維持していくため、地域の多様な主体が連携し、路線バスの維持やコ

ミュニティ交通４６の導入など、地域における交通ネットワークを構築する。

■ コールドチェーン４７を踏まえ、トラック輸送におけるネットワークの構築を

図るとともに、モーダルシフト４８を推進することで、物流体制を確保する。

■ フェリー貨物における新たな需要を開拓し、食料供給基地としての宮崎港

の機能強化を図る。

指標 現況値 目標値 出典等

「公共交通の利便性が確保され

ている」と思う人の割合

22.6％
（2018）

22.4％
（2024）

市民意識調査

４６ 地方公共団体や地域の団体等が主体となり、交通空白地域や不便地域の解消、高齢者などの交通弱者の日常生

活に必要な交通手段を確保する乗合型の公共交通。
４７ 生鮮食品や冷凍食品などを、低温・冷蔵・冷凍の状態を保ったまま、産地から消費地まで流通させる仕組み。
４８ トラックによる幹線貨物輸送を、大量輸送が可能な海運や鉄道に転換すること。
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■ 重要業績評価指標（KPI）

７－２ 広域公共交通網の構築

○ 団体利用の支援や関係機関と連携したＰＲ等により、宮崎港や宮崎空港の利

用を促進し、国内外からの入込客数の増加を図る。

○ 官民が連携して、日常生活やビジネス、観光等の主要な交通機関となる鉄道

や路線バスの運行を維持するため、利用促進に向けた啓発活動などに取り組む

とともに、地域の多様な主体が運営するコミュニティ交通の運行を支援するな

ど、市域における日常生活に必要な交通手段の確保を図る。

○ ＩｏＴ４９やＡＩ５０を活用して自家用車以外の全ての交通手段を１つのサービス

として垣根なくつなぐ「ＭａａＳ」の視点を取り入れるなど、公共交通網の再

構築による広域的な交通ネットワークの形成を検討し、広域公共交通網の構築

を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

「良好な市街地が整備され、

都市機能がコンパクトにまと

まっている」と思う人の割合

40.7％
（2018）

46.0％
（2024）

市民意識調査

指標 現況値 目標値 出典等

主要バスターミナル
５１における路線バス

乗降客数

1,552千人
（2018）

1,308千人
（2024）

7,018千人
(2020～2024)

市都市戦略課

調べ

宮崎空港路線利用者

数

3,332千人
（2018）

3,180千人
（2024）

15,360千人
(2020～2024)

市都市戦略課

調べ

フェリー旅客数 179,375人
（2018）

160,000人
（2024）

905,000人
(2020～2024)

市都市戦略課

調べ

４９ Internet of Thingsの略。様々なモノがインターネットを通じて接続され、相互にやりとりができる仕組み。
５０ Artificial Intelligenceの略。人工知能。学習・推論・判断といった人間のもつ知的な作業ができるコンピュー
ターシステム。

５１ 宮崎駅、宮交シティ、宮崎空港の３カ所のこと。
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７－３ 物流体制の整備

○ 関係機関や関係団体等と連携して、宮崎港の定期航路や宮崎空港の国際航空

を利用する輸送に要する費用の負担を軽減するなど、港や空港を活用した物流

の活性化を図る。

○ トラック輸送におけるネットワークの構築をはじめ、フェリーや鉄道へのモ

ーダルシフトの推進など、物流の活性化に向けた取組を検討し、物流体制の整

備を図る。

■ 重要業績評価指標（KPI）

指標 現況値 目標値 出典等

宮崎港の取扱貨物量 7,620千ｔ
（2018）

7,195千ｔ
（2024）

37,897千ｔ
(2020～2024)

市都市戦略課

調べ
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（１）重点項目とSDGs（持続可能な開発目標）の関連付け

1 2 3 4 5 6 7 　

貧
困
を
な
く
そ
う

　

飢
餓
を
ゼ
ロ
に

　

す
べ
て
の
人
に
健
康
と
福
祉
を

　

質
の
高
い
教
育
を
み
ん
な
に

　

ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
を
実
現
し
よ
う

　

安
全
な
水
と
ト
イ
レ
を
世
界
中
に

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
み
ん
な
に
そ
し
て
ク
リ
ー
ン
に

1 「子育て支援の充実」 ○ ○ ○ ○

2 「医療・福祉の充実」 ○ ○

3 「居住環境の充実」 ○ ○ ○

4 「人材の育成」 ○

5 「雇用の場の創出」 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 「ブランド力の向上」 ○ ○ ○

7
「広域公共交通網の構
築とインフラの維持・
整備」

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

７　資料

　SDGsの17の

1～7

重点項目
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8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 　

働
き
が
い
も
経
済
成
長
も

　

産
業
と
技
術
革
新
の
基
礎
を
つ
く
ろ
う

　

人
や
国
の
不
平
等
を
な
く
そ
う

　

住
み
続
け
ら
れ
る
ま
ち
づ
く
り
を

　

つ
く
る
責
任
つ
か
う
責
任

　

気
候
変
動
に
具
体
的
な
対
策
を

　

海
の
豊
か
さ
を
守
ろ
う

　

陸
の
豊
か
さ
も
守
ろ
う

　

平
和
と
公
正
を
す
べ
て
の
人
に

　

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
で
目
標
を
達
成
し
よ
う

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目標との関連付け

- 41 -



（２）「SDGs」17 の目標の説明・自治体行政の果たし得る役割

目標 説明 自治体行政の果たし得る役割

目標 1.（貧困）

あらゆる場所のあらゆる形態

の貧困を終わらせる。

（貧困をなくそう）

自治体行政は貧困で生活に苦しむ人々を特定し、

支援する上で最も適したポジションにいます。各自

治体においてすべての市民に必要最低限の暮らし

が確保されるよう、きめ細やかな支援策が求められ

ています。

目標 2.（飢餓）

飢餓を終わらせ、食料安全保

障および栄養改善を実現し、持

続可能な農業を促進する。

（飢餓をゼロに）

自治体は土地や水資源を含む自然資産を活用し

て農業や畜産などの食料生産の支援を行うことが

可能です。そのためにも適切な土地利用計画が不可

欠です。公的・私的な土地で都市農業を含む食料生

産活動を推進し、安全な食料確保に貢献することも

できます。

目標 3.（保健）

あらゆる年齢のすべての人々

の健康的な生活を確保し、福祉

を促進する。

（すべての人に健康と福祉を）

住民の健康維持は自治体の保健福祉行政の根幹

です。国民皆保険制度の運営も住民の健康維持に貢

献しています。都市環境を良好に保つことによって

住民の健康状態を維持・改善可能であるという研究

成果も得られています。

目標 4.（教育）

すべての人々への包摂的かつ

公正な質の高い教育を提供し、

生涯学習の機会を促進する。

（質の高い教育をみんなに）

教育の中でも特に義務教育等の初等教育におい

ては自治体が果たすべき役割は非常に大きいとい

えます。地域住民の知的レベルを引き上げるために

も、学校教育と社会教育の両面における自治体行政

の取組は重要です。

目標 5.（ジェンダー）

ジェンダー平等を達成し、す

べての女性および女子のエンパ

ワーメントを行う。

（ジェンダー平等を実現しよう）

自治体による女性や子供等の弱者の人権を守る

取組は大変重要です。また、自治体行政や社会シス

テムにジェンダー平等を反映させるために行政職

員や審議会委員等における女性の割合を増やすの

も重要な取組といえます。
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目標 説明 自治体行政の果たし得る役割

目標 6.（水・衛生）

すべての人々の水と衛生の利

用可能性と持続可能な管理を確

保する。

（安全な水とトイレを世界中に）

安全で清潔な水へのアクセスは住民の日常生活

を支える基盤です。水道事業は自治体の行政サービ

スとして提供されることが多く、水源地の環境保全

を通して水質を良好に保つことも自治体の大事な

責務です。

目標 7.（エネルギー）

すべての人々の、安価かつ信

頼できる持続可能な現代的エネ

ルギーへのアクセスを確保す

る。

（エネルギーをみんなにそしてクリーンに）

公共建築物に対して率先して省/再エネを推進し

たり、住民が省/再エネ対策を推進する際に補助を

出す等、安価かつ効率的で信頼性の高い持続可能な

エネルギー源へのアクセスを増やすことも自治体

の大きな役割といえます。

目標 8.（経済成長と雇用）

包摂的かつ持続可能な経済成

長、およびすべての人々の完全

かつ生産的な雇用とディーセン

ト・ワーク（適切な雇用）を促

進する。

（働きがいも経済成長も）

自治体は経済成長戦略の策定を通して地域経済

の活性化や雇用の創出に直接的に関与することが

できます。また、勤務環境の改善や社会サービスの

制度整備を通して労働者の待遇を改善することも

可能な立場にあります。

目標 9.（インフラ、産業化、イ

ノベーション）

レジリエントなインフラ構

築、包摂的かつ持続可能な産業

化の促進、およびイノベーショ

ンの拡大を図る。

（産業と技術革新の基盤をつくろう）

自治体は地域のインフラ整備に対して極めて大

きな役割を有しています。地域経済の活性化戦略の

中に、地元企業の支援などを盛り込むことで新たな

産業やイノベーションを創出することにも貢献す

ることができます。

目標 10.（不平等）

各国内および各国間の不平等

を是正する。

（人や国の不平等をなくそう）

差別や偏見の解消を推進する上でも自治体は主

導的な役割を担うことができます。少数意見を吸い

上げつつ、不公平・不平等のないまちづくりを行う

ことが求められています。
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目標 説明 自治体行政の果たし得る役割

目標 11.（持続可能な都市）

包摂的で安全かつレジリエント

で持続可能な都市および都市お

よび人間居住を実現する。

（住み続けられるまちづくりを）

包摂的で、安全な、強靭で持続可能なまちづくり

を進めることは首長や自治体行政職員にとって究

極的な目標であり、存在理由そのものです。都市化

が進む世界の中で自治体行政の果たし得る役割は

益々大きくなっています。

目標 12.（持続可能な生産と消

費）

持続可能な生産消費形態を確

保する。

（つくる責任つかう責任）

環境負荷削減を進める上で持続可能な生産と消

費は非常に重要なテーマです。これを推進するため

には市民一人一人の意識や行動を見直す必要があ

ります。省エネや 3R の徹底など、市民対象の環境

教育などを行うことでこの流れを加速させること

が可能です。

目標 13.（気候変動）

気候変動及びおよびその影響

を軽減するための緊急対策を講

じる。

（気候変動に具体的な対策を）

気候変動問題は年々深刻化し、既に多くの形でそ

の影響は顕在化しています。従来の温室効果ガス削

減といった緩和策だけでなく、気候変動に備えた適

応策の検討と策定を各自治体で行うことが求めら

れています。

目標 14.（海洋資源）

持続可能な開発のために海洋

資源を保全し、持続的に利用す

る。

（海の豊かさを守ろう）

海洋汚染の原因の 8 割は陸上の活動に起因して

いると言われています。まちの中で発生した汚染が

河川等を通して海洋に流れ出ることがないように、

臨海都市だけでなくすべての自治体で汚染対策を

講じることが重要です。

目標 15.（陸上資源）

陸域生態系の保護・回復・持

続可能な管理、砂漠化への対処、

ならびに土地の劣化の阻止・防

止および生物多様性の損失の阻

止を促進する。

（陸の豊かさも守ろう）

自然生態系の保護と土地利用計画は密接な関係

があり、自治体が大きな役割を有するといえます。

自然資産を広域に保護するためには、自治体単独で

対策を講じるのではなく、国や周辺自治体、その他

関係者との連携が不可欠です。
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※出典

・「説明」欄：

「地方創生に向けた自治体 SDGs の推進について」（平成 29 年 12 月内閣府地方創生推進事務

局）

・「自治体行政の果たし得る役割」欄：

「私たちのまちにとっての SDGs（持続可能な開発目標）導入のためのガイドライン（2017 年

3月版）」（自治体 SDGs 検討小委員会編集、(一社)建築環境・省エネルギー機構発行）

目標 説明 自治体行政の果たし得る役割

目標 16.（平和）

持続可能な開発のための平和

で包摂的な社会の促進、すべて

の人々への司法へのアクセスを

提供、およびあらゆるレベルに

おいて効果的で説明責任のある

包摂的な制度の構築を図る。

（平和と公正をすべての人に）

平和で公正な社会を作る上でも自治体は大きな

責務を負っています。地域内の多くの市民の参画を

促して参加型の行政を推進して、暴力や犯罪を減ら

すのも自治体の役割といえます。

目標 17.（実施手段）

持続可能な開発のための実施手

段を強化し、グローバル・パー

トナーシップを活性化する。

（パートナーシップで目標を達成しよう）

自治体は公的／民間セクター、市民、ＮＧＯ／Ｎ

ＰＯなど多くの関係者を結び付け、パートナーシッ

プの推進を担う中核的な存在になり得ます。持続可

能な世界を構築していく上で多様な主体の協力関

係を築くことは極めて重要です。
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